
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 8日

上   場   会   社   名       小松ウオール工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       7949 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 石川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　鈴 木 裕 文 TEL (0761) 21 - 3131
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 8日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 27日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 20,898 7.0 1,826 15.1 1,947 17.3

12年  3月期 19,526 2.6 1,587 0.5 1,661 1.6

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 919 0.2 84.36 - 5.1 9.1 9.3

12年  3月期 917 3.8 84.18 - 5.3 7.8 8.5
(注)①期中平均株式数 13年  3月期    10,903,240 株　　　12年  3月期    10,903,240 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 23.00 10.00 13.00 250 27.3 1.4

12年  3月期 22.00 10.00 12.00 239 26.1 1.4

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　3 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 22,061 18,301 83.0 1,678.49

12年  3月期 20,538 17,642 85.9 1,618.13

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       10,903,240　株　　　12年  3月期       10,903,240株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 10,400 950 540 13.50 － －

通　　期 21,800 2,000 1,100 － 13.50 27.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   100 円 89 銭 

１株当たり株主資本

－２１－
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比 較 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当　　　　　　期 前　　　　　　期
（平成１３年３月３１日現在）（平成１２年３月３１日現在）

増 減 金 額期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　資　産　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
Ⅰ 流　動　資　産

１． 現 金 及 び 預 金         ３，０６７ ２，５８８ ４７８
２． 受 取 手 形         ４，８０１ ４，２４８ ５５２
３． 売　　　掛　　　金 ３，６４１ ３，４９７ １４４
４． 有 価 証 券         － ４４７ △ ４４７
５． 自 己 株 式 ０ ０ △ ０
６． 製　　　　　　　品 ８７ ８３ ４
７． 原　　　材　　　料 ９４ １３４ △ ３９
８． 仕　　　掛　　　品 １１４ ８３ ３１
９． 未 成 工 事         ２，４０３ １，４７２ ９３０

１０． 貯　　　蔵　　　品 ６ ５ １
１１． 前 払 費 用         ２５ ２６ △ ０
１２． 繰 延 税 金 資 産         ９４ ７７ １６
１３． 短  期  貸  付  金 ２９５ ３５８ △ ６２
１４． そ　　　の　　　他 ３５ ６３ △ ２８
１５． 貸 倒 引 当 金         △ ５２ △ ４０ △ １２

流 動 資 産 合 計 １４，６１４ ６６．３ １３，０４７ ６３．５ １，５６７
Ⅱ 固　定　資　産

１． 有 形 固 定 資 産         
（１） 建 　 　 　 物 １，３７６ １，４４７ △ ７０
（２） 構 　 築 　 物 ５０ ５３ △ ３
（３） 機 械 及 び 装 置 ３３９ ３７７ △ ３７
（４） 車 輌 及 び 運 搬 具 １９ ２４ △ ４
（５） 工具、器具及び備品 １２９ ９８ ３０
（６） 土 　 　 　 地 ２，３０７ ２，２６６ ４１
（７） 建 設 仮 勘 定 － ３ △ ３

有 形 固 定 資 産 合 計 ４，２２３ １９．１ ４，２７１ ２０．８ △ ４８
２． 無 形 固 定 資 産

（１） ソ フ ト ウ エ ア ２７８ ２３５ ４３
（２） 電 話 加 入 権 １４ １４ ０
（３） 施 設 利 用 権 １ １ △ ０

無 形 固 定 資 産 合 計 ２９４ １．３ ２５１ １．２ ４３
３． 投資その他の資産         

（１） 投 資 有 価 証 券 ５６２ ３５８ ２０３
（２） 関 係 会 社 株 式 １２３ １５８ △ ３５
（３） 出 資 金 ３６ ６６ △ ２９
（４） 破産・更生債権等 １５３ １７２ △ １９
（５） 長 期 前 払 費 用 ３ ３ △ ０
（６） 保 険 積 立 金 １，８１２ １，９３５ △ １２３
（７） 長 期 預 金 ４ ３４ △ ３０
（８） 繰 延 税 金 資 産 ５６ － ５６
（９） そ の 他 ３０７ ３７０ △ ６３

（１０） 貸 倒 引 当 金 △ １３０ △ １３４ ３
投資その他の資産合計 ２，９２９ １３．３ ２，９６７ １４．５ △ ３８

固 定 資 産 合 計 ７，４４６ ３３．８ ７，４９０ ３６．５ △ ４３

資 産 合 計          ２２，０６１ １００．０ ２０，５３８ １００．０ １，５２３



－２３－

当　　　　　　期 前　　　　　　期
（平成１３年３月３１日現在）（平成１２年３月３１日現在）

増 減 金 額      期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　負　債　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流　動　負　債

１． 買 掛 金 １，５９７ １，３８８ ２０９

２． 未　　　払　　　金 ４７０ ４１７ ５３

３． 未 払 法 人 税 等 ５０７ ３７６ １３０

４． 未 払 消 費 税 等 ４０ ６８ △ ２７

５． 前　　　受　　　金 ７１４ ３２０ ３９４

６． 預 り 金 １５ ２３ △ ７
７． 賞　与　引　当　金 ２７０ ２４２ ２８

流 動 負 債 合 計 ３，６１５ １６．４ ２，８３５ １３．８ ７７９

Ⅱ 固　定　負　債

１． 繰 延 税 金 負 債 － ５９ △ ５９

２． 退 職 給 付 引 当 金 １４４ － １４４

固 定 負 債 合 計 １４４ ０．６ ５９ ０．３ ８５

負 債 合 計 ３，７６０ １７．０ ２，８９５ １４．１ ８６５

（　資　本　の　部　）

Ⅰ 資 本 金 ３，０９９ １４．１ ３，０９９ １５．１ －

Ⅱ 資 本 準 備 金 ３，０３１ １３．７ ３，０３１ １４．８ －

Ⅲ 利 益 準 備 金 ２８２ １．４ ２５０ １．２ ３１

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 １１，８７９ ５３．８ １１，２６０ ５４．８ ６１８

１． 任　意　積　立　金 １０，８９０ １０，２７５ ６１５

（１） 特 別 償 却 準 備 金 １７ － １７

（２） 固定資産圧縮積立金 ８６ ８８ △ ２
（３） 別 途 積 立 金 １０，７８６ １０，１８６ ６００

２． 当 期 未 処 分 利 益 ９８８ ９８５ ３

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ８ ０．０ － － ８

資 本 合 計          １８，３０１ ８３．０ １７，６４２ ８５．９ ６５８

負 債 及 び 資 本 合 計          ２２，０６１ １００．０ ２０，５３８ １００．０ １，５２３
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比 較 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期

自平成１２年４月  １日

至平成１３年３月３１日

自平成１１年４月  １日

至平成１２年３月３１日

期　　別

科　　目 金　　額 百 分 比 金　　額 百 分 比

増減金額

(△印は減)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 売 上 高 ２０，８９８ １００．０ １９，５２６ １００．０ １，３７１
Ⅱ 売 上 原 価 １４，５２８ ６９．５ １３，６４４ ６９．９ ８８３

売 上 総 利 益 ６，３６９ ３０．５ ５，８８１ ３０．１ ４８８

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ４，５４３ ２１．８ ４，２９４ ２２．０ ２４８

営 業 利 益 １，８２６ ８．７ １，５８７ ８．１ ２３９

Ⅳ 営 業 外 収 益 １３８ ０．７ １５５ ０．８ △ １６
１. 受 取 利 息 ２３ ２９ △ ５
２. 受 取 配 当 金 ３６ ４１ △ ４
３. 受 取 保 険 金 １６ ６ １０
４. 受 取 家 賃 １４ １６ △ ２
５. そ の 他 ４６ ６１ △ １４

Ⅴ 営 業 外 費 用 １７ ０．１ ８１ ０．４ △ ６３
１. 投資事業組合出資損失 ９ － ９
２. 売 上 割 引 ７ ６ １
３. 有 価 証 券 評 価 損 － ７４ △ ７４
４. そ の 他 ０ ０ ０

経 常 利 益 １，９４７ ９．３ １，６６１ ８．５ ２８６

Ⅵ 特 別 損 失 ２７７ １．３ １ ０．０ ２７５
１. 固 定 資 産 除 却 損 ９ １ ８
２. 投資有価証券売却損 ２ － ２
３. 投資有価証券評価損 ２６ － ２６
４. ゴルフ会員権評価損 ５８ － ５８
５. 棚 卸 資 産 廃 棄 損 ４３ － ４３
６. 退職給付会計基準変更時差異 １３６ － １３６
７. そ の 他 ０ ０ ０

税 引 前 当 期 純 利 益 １，６７０ ８．０ １，６５９ ８．５ １０

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ８９０ ４．３ ７５９ ３．９ １３１
法 人 税 等 調 整 額 △ １３９ △ ０．７ △ １６ △ ０．１ △ １２２

当 期 純 利 益 ９１９ ４．４ ９１７ ４．７ １

前 期 繰 越 利 益 １７７ １２２ ５５
合 併 引 継 未 処 分 利 益 １０ － １０
過 年 度 税 効 果 調 整 額 － １ △ １
税効果会計に伴う固定資産
圧 縮 積 立 金 取 崩 額 － ６３ △ ６３

中 間 配 当 額 １０９ １０８ ０
中間配当に伴う利益準備金積立額 １０ １０ ０

当 期 未 処 分 利 益 ９８８ ９８５ ３



－２５－

比 較 利 益 処 分 案

（百万円未満切捨）
当　　　　　期 前　　　　　期

自 平 成 １ ２ 年 ４ 月 　 １ 日
至 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日

自平成１１年４月 　 １ 日
至平成 １ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日

期　別

科　目 金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ 当期未処分利益 ９８８ ９８５

Ⅱ 任意積立金取崩高

１． 特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 ２ －

２． 固定資産圧縮積立金取崩額 ２ ４ ２ ２

合　　　計 ９９３ ９８７

Ⅲ 利益処分額

１． 利益準備金 １９ １７

２． 利益配当金 １４１ １３０

３． 役員賞与金 ４８ ４４

（うち監査役賞与金） （　２） （　２）

４． 任意積立金

（１） 特別償却準備金 １５ １７

（２） 別途積立金 ６００ ８２４ ６００ ８０９

次　期　繰　越　利　益 １６８ １７７

（注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金の取崩額及び特別償却準備金積立額は、租税特別措置法の規定

に基づくものであります。

　　　２．平成１２年１２月８日に１０９百万円（１株につき１０円００銭）の中間配当を実施いたしました。

１株当たり配当金

平成１３年３月期 平成１２年３月期期　別

科　目 年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

普通（旧）株式 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭

（ 内 訳 ） ２３　００ １０　００ １３　００ ２２　００ １０　００ １２　００

記 念 配 － － － 　２　００ － 　２　００

特 別 配 　３　００ － 　３　００ － － －



－２６－

（重要な会計方針）

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　①有価証券

子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法

　　②棚卸資産

製品、仕掛品及び未成工事 ・・・ 個別法による原価法

原　材　料 ・・・ 移動平均法による原価法

貯　蔵　品 ・・・ 最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法

主な耐用年数は以下のとおり

　建物　８～５０年

　構築物　７～４０年

　機械及び装置　７～１３年

　車輛運搬具　４～５年

　工具器具備品　２～８年

無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法
（ソフトウエア）

（３）重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（１３６百万円）

については、適用初年度に一括して費用処理しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



－２７－

〔追加情報〕

（金融商品会計）

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価方法及びゴルフ会員権の評価方法について変更しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は１６百万円、税引前当期純利益は８２百万円減少し
ております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券は流動資産とし

て、それ以外のものは投資有価証券として表示しております。これにより、期首時点において有価証券は２９７

百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

（退職給付会計）

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」企業会計審議会　平成

１０年６月１６日）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、売上原価が３百万円、
販売費及び一般管理費が４百万円それぞれ増加するとともに、経常利益は８百万円減少し、さらに特別損失が

１３６百万円増加しており、税引前当期純利益は１４４百万円減少しております。



－２８－

〔注記事項〕

（貸借対照表関係）　　　　　　　　　　平成１３年３月期　　　　平成１２年３月期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円

１）有形固定資産の減価償却累計額　　  ３，９９７　　　　　　　３，８５４
２）自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　０

（株数）　　　　　　　　　　　（　　　２９６株）　　  （　　　４３６株）
　３）期末日満期手形
　　　　期末日満期手形は満期日をもって決済処理しております。当期末日満期手形は、受取手形２８５百万円

であります。

（リース取引）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
 （百万円未満切捨）

 期 別
 資　産

 種　類
 機械及び装置  工具、器具及び備品  計

  取 得 価 額 相 当 額  ３１４  ２５３  ５６７
 平成１３年３月期  減価償却累計額相当額  １１５  １７７  ２９２

  期 末 残 高 相 当 額  １９８  ７６  ２７４
  取 得 価 額 相 当 額  ３４５  ４０７  ７５３
 平成１２年３月期  減価償却累計額相当額  １９８  ２５５  ４５４

  期 末 残 高 相 当 額  １４７  １５１  ２９９

 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年３月期　　　　平成１２年３月期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　百万円

（２） 未経過リース料期末残高相当額        

 　　　　　　　　　１年以内　　　　　　　　　　　　９２　　　　　　　  １３０
 　　　　　　　　　１ 年 超    　　　　　　　　　　　１９２　　　　　　　  １８２

 　　　　　　　　　合　　計　　　　　　　　　　　２８５　　　　　　　  ３１３

 
（３） 支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額
　　　　　支 払 リ ー ス 料        　　　　　　　　　　　１４５　　　　　　　  １７７

　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　１３１　　　　　　　  １６０

　　　　　支払利息相当額        　　　　　　　　　　　　１１　　　　　　　　  １５

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額 ･･････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利 息 相 当 額         ･･････リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法によっております。



－２９－

（税効果会計関係）

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　  　平成１３年３月期　　平成１２年３月期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　百万円　　　　　百万円
繰延税金資産（流動）

未払事業税 ４２ ３２
賞与引当金繰入限度超過額 ５６ ３３
有価証券評価損限度超過額 － ９
その他 － １
　　　　小計 ９８ ７７

繰延税金負債（流動）
　棚卸資産認容額 ３ －
繰延税金資産の純額 ９４ ７７

繰延税金資産（固定）
貸倒引当金繰入限度超過額 ２２ １１
退職給付引当金 ６０ －
ゴルフ会員権評価損 ２４ －
投資有価証券評価損 ２０ －
その他 １６ ３

　　　　小計 １４４ １５

繰延税金負債（固定）
固定資産圧縮積立金 ６０ ６１
特別償却準備金 ２１ １２
有価証券評価差額金 ５ －

　　　　小計 ８８ ７４
繰延税金資産（負債）の純額 ５６ （５９）

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　平成１３年３月期　平成１２年３月期
法定実効税率 ４１．８％ ４１．８％
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 １．９％ １．８％
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ０．９％ △ １．０％
　住民税均等割等 ２．２％ ２．０％
　その他 ０．０％ ０．１％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４５．０％ ４４．７％



－３０－

役 員 の 移 動        
（平成１３年６月２７日付予定）

１．新任監査役候補
常 勤 監 査 役 和 田  良 一 （現 東京市場開発部長）

２．退任予定監査役
現常勤監査役 北 岡  英 弥

以 上


